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この 規格 は， 工業 標準化 法に 基づき， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 経済 産業 大臣が 制定した 日本 
工業規格 である。 
この 規格 は， 著作権法で 保護 対象と なって いる 著作物で ある。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 

抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 経済 産業 大臣 及び 日本 ェ; 票 準 調査 会 は， このような 特許 
権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 係る 確認に ついて， 責任 は 
もたない。 

JIS T 9241 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
IIS T 9241-1 第 1 部 ： 種類 及び 一般 要求 事項 
JIS T 9241-2 第 2 部 ： 移動 式 リ フ 卜 
JIS T 9241-3 第 3 部 ： 設置 式 リフト 
JIS T 9241-4 第 4 部 ： レ 一 ル 走行 式 リ フ ト 
JIS T 9241.-5 第 5 部 ： リフト 用ス リン グ 
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移動 @ 移乗 支援 用 リフ 卜— 

第 3 部 ： 設置 式 リフ卜 

Hoists for the transfer of persons with disabilities- 
Part 3 : Stationary hoists 

序文 

この 規格 は， 1998 年に 第 1 版と して 発行され た ISO 10535 を 基に 作成した 日本工業規格 であるが， 対象 
とする 製品 ごとに 部 編成と し， 更に， 国内の 事情 を 反映させる ため， 技術的 内容 を 変更して 作成した 日本 
工業規格 である。 

なお， この 規格で 側線 又は 点線の 下線 を 施して ある 箇所 は， 対応 国際規格に はない 事項で ある。 変更の 
--覧表に その 説明 を 付けて， 附属 書 JA に 示す。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 自力での 移動 又は 移乗が 困難な 人 を 対象に 使用す る リフトの うち， 設置 式 リフト （以下， 
リフトと いう。） の 要求 性能， 試験 方法 及び 表示に ついて 規定す る。 

注記 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

ISO 10535:1998, Hoists for the transier of disabled persons ― Requirements and test methods (MOD) 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 （MOD) は， ISO/IECGuide21 に 基づき， 修正して いる こと を 
示す。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 これらの 
引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 
J IS B 8360 液 圧 用钃線 補強 ゴム ホース ァ セ ン ブ リ 
JIS B 8361 油圧 システム 通則 
JIS B 8364 液 圧 用 繊維 補強 ゴム ホース ァ セン ブ リ 
JIS B 8370 空気 圧 システム 通則 

JIS C 1509-1 電気 音響 一 サゥン ドレ ベル メータ （騒音 計） 一 第 1 部： 仕様 

JISC 9730-1 家庭 用 及び これに 類す る 用途の 自動 電気 制御装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

JIS T 9241-1 移動 • 移乗 支援 用 リフト 一 第 1 部： 種類 及び 一般 要求 事項 

JIS Z 8703 試験場 所の 標準 状態 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JIST 9241-1 による ほ 力つ 次に よる。 
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3.1 

設直式 リフト (stationary hoist) 

被懸 ちょう （吊） 者 を， あらかじめ 設定され た 場所で 持ち上げ， 移動 又は 移乗させる リフト。 壁面， 天 
井， 床， 浴槽 又は ベッドな どに 固定す る もの。 （図 1 参照）。 
3.2 

介助 者 (attendant) 

被懸 ちょ う 者 を 移乗 又は 移動させる ため， リ フ 卜の 操作 を 行う 者。 
3.3 

身体 ズ持具 (body-support unit) 

被懸 ちょう 者 を 関連 附属 装置 と 一体と して 持ち 上 げ， 移動 又は 移乗させる ときの 身体 を 支持す るた めの 
用具 （例えば， ス リング， 座， ストレッチ ヤーな ど)。 
3.4 

中央 懸ち よ つ 点 (central suspension point, CSP) 

計測 を 行う （連結 点に もなる。） リフトの 基準点。 
3.5 

速 結 点 (connecting point) 

身体 支持 具 と 結合す る 部分。 
3.6 

制御 装 iM (control devices) 

中央 懸ち よ う 点の 昇降機 構 及び 他の 動作 を 行うた めに 操作す る 装置。 
3.7 

ェ ン卜リ ミツ 卜 装置 (end limiting device) 

あら かじ め 設定 さ れた 最終 位置で， すべて の 動作 を 停止 させる 装置。 
3,8 

フ レキシ ブル 装置 (flexible device) 

昇降 装置の 中に ある 装置で， 引上げ 機構と ハンガーと を 連結す る 装置 （例えば， チェーン， テープ， 口 
ープ など)。 
3.9 

ノリ 一 ホっ ― ル (free wheeling) 

—ま 藍 覺? I と-厘 樓に 1 隼え き-せ- を-とま 迴 _り— — し-. 二 さ [5- 力— さだは-き 
3.10 

機能 試験 (functional test) 

さお 構き. ひ， 造-力- I 露-華-. さ. えこ- す 夢-求-事 S_ き- iM-t をら 上き」 - J 乍 動 ませ-を^ 

3.11 

リノ 卜 R/iJi^ic (hoisting range) 

中央 懸 ちょう 点 （CSP) の 最大 高と 最小 高との 鈴 直 距離。 
3.12 

水平 リーチ (hoisting reach) 

リ フ ト 可動 域内の 指定され た 高さで 支柱と 中央 懸 ちょう 点 （CSP) を 通る 鉛直線との 間の 水平 直線距離 
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(図 1 参照)。 
3.13 

ホ一ル ド ッ一 フン 方式 (hold to run control device) 

手動 操作が 一定の 状態 を 保って いる 間 だけ， 対応す る リフト 機能 を 開始し， 維持す る 制御 方式。 手動 操 
作が 解除され ると， 対応す る 機能 は 自動的に "停止" 又は "オフ" に 戻る。 
3.14 

被懸 ちょう 者 (lifted person) 

リ フ トで 移乗す る 対象 者。 
3.15 

昇降 サイクル (lifting cycle) 

昇降機 構の 上げ下げ を 同一 距離で 両方 向に 行う こと。 
3.16 

昇降 装置 (lifting device) 

身体 支持 具 を 昇降させる 装置。 
3.17 

昇降機 構 (lifting machinery) 

昇降機 能 を は たす た めの 機構。 
3.18 

取 大質恵 (maximum load) 

篮 きち-よ- i 者! …身 ^—持 J:! …えが t^- き- 盒ん だ，—… リ-ス -ヒひ ftS 許— 容 -S 霉— 。--- 

3.19 

多目的 リフ卜 (midti-purpose hoist) 

多様な 操作が できる ように， 異なった 部品 も 使用で きる 組立 可能な リフ ト。 
3.20 

_孑ゾノ->ク'.-(り5；}§) 

身 侍-に 1 鱼 t を垂 1- な-布 —ど:^: まられ し 1 降-装 1. (こ-連' きせ-る-身 i# ま搜 具?… 

3.21 

剛性 身体 支持 具 (rigid body-support unit) 

リフ 卜の 昇降 装置に 連結す る 剛性 材料 （必要ならば パッ ドを かぶせる。） であら かじめ 成形され た 台座， 
又は フ レームに 柔軟な 材料 を 取 り 付けた 身体 支持 具。 
3.22 

単一 故 状' * (single fault condition) 

機器の 安全性 を 保持す る 装置の 一つに 異常が ある 力 \ 又は 外部 条件" の 一つに 異常が ある 状態。 
注" 停電な ど を 想定して いる。 

3.23 

挫 （sitting part) 

座 位 を 維持す る 身体 支持 具の 座 部。 
3.24 

過 酉 告な宋 件 (adverse condition) 

損傷が 最 も 起こり やすいと 考え られる 条件。 
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八 ンガ一 (spreader bar) 

身体 支持 具 を 取り付ける 一つ 以上の 連結 点 を もった 剛性の ある 部材。 



昇降機 構 



；ース 



最大 水平 リーチ 



CSP 



：: ェエ: 



最 大 水平 リー f| 



升 KpAit 冓 



a) 住宅 設置 式 リフトの 例 



最大 CSP 高での 水平 リーチ 




b) 住宅 設置 式 リフトの 例 

最大 水平 リーチ. 




C) 住宅 設置 式 リフトの 例 

図 1 一 設置 式リ: 




d) 機器 設置 式 リフトの 例 （浴槽に 設置した 例) 
フト (可動 域/水平 リーチ) の 例 






丄 z: 「1 



»!丄5:}ノ「、* 




丄 ^ 「_ 
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4 種類 及び 区分 

4.1 種類 

種類 は， JI^ T 9241-1 (7) 4: 1.1 • (. y.Z - h ) -. に よ る 。 

4.2 mXMm^!^A^M:^JMM^3L 

SASi:AcJ:_a.g.t..(.g.^tHf:) 

5 設計， 外観 及び 構造 

5.1 設計 

5.1.1 リスク 分析 

リ ス ク 分析 は， さ. T.?.?-4HQ_ さ:?. 4.-- (-リ -^. タ i): 折 ).- に よ る。 
5.1.2 人間工学 的 要素 

人間工学 的 要素 は， vf_!3.T.?;?4 丄 -1^ き..? ヌ JA.IX 学. 昀 M 素.)... による。 

5.2 外観 

外観 は， 次に よる。 

a) リフトに は， すべての エッジ， 角 及び 表面 は 滑らかで， ばり 及び 鋭い エッジが あって はならない。 

b) . 塞 ま-き-行;？ A 場 食, —^^であ-な 丄 --ft な-ど?^， -ま ：2 ズ せな- ら— な y?5i— — 
5.3 構造 

構造 は， さ. T.?.?_4!.-_L り. さ:》 （構造） による ほ 力、， 次に よる。 

a) 質量の かかる すべての 留め金具 は， 不用意に 外れない ように， セルフ ロッキング 方式 又は ロック 装置 
を 備える ものと する。 

b) 質量 を 支える 部位に は， 繰返し 使用で きない 部品 （例えば， タツ ピンね じな ど） を 用いて はならない。 
また， 輸送 又は 保管の 目的で 分解され る ユニットの 組立に も， そのような 部品 を 用いて はならない。 

C) リフトに は 突起 物 は できるだけ なくす 力、， 又は 身体 を 損傷 （せん 断， 押しつ ぶしな ど） させない よう 
な カバー， クッションな ど 適切な 保護 具 を 取 り 付けな ければ な ら ない。 



最大 CSP 高での 水平 リーチ 




(続き) 



e) 機器 設置 式 リフトの 例 
図 1 一 設置 式 リフト （可動 域/水平 リーチ） ひ 



ベース 




dS3 ¥11 



0^^^ /一 卜 n 
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d) リフト 下降 時に 身体 支持 具， ハンガー， 昇降 アームの いずれ 力、 が被懸 ちょう 者に 接触した 場合， 被懸 
ちょう 者に 加わる 荷重 は， 身体 支持 具， ハンガー， 昇降 アームの いずれ かの 全 質量 以上に ならない よ 
うに 何ら かの 手段 （例えば， エンド リミット 装置， フリー ホイール など） が 備わって いなけれ ばなら 
ない。 また， アームの 脱落な ど リフトの 安全性が 損なわれて はならない。 

e) 被懸 ちょう 者の 昇降の ための すべての 制御装置 は， リフトの 操作 者に よって 容易に 手が 届き， 操作で 
きる 構造で なければ ならない。 

f) 電動式 リフト は， 緊急 時に 電源 を 遮断で きる 構造と する。 さらに， 安全性 を 脅かす 電動 機械的 動作 を 
すべて 停止 させる 装置が 備わつ ていなければ ならない。 

g) すべての 制御装置 は， ホールド ツー ラン 方式と する。 

h) リ フ ト に は， 動力 部の 昇降機 構に 単一 故障 状態が 起きても 被懸ち よ う 者が 落下し ないよう な 安全装置 
を 備えなければ ならない。 

！) すべての 連結 点 は， 過度な 摩耗 を 防ぐ ため， 滑らかな 形状に する。 
J) リフトに は， 非常 下降 装置 を 備えて いなければ ならない。 

注記 非常 下降 装置と は， 非常時に 被 515 ちょう 者 を 降ろせる 装置。 
k) 油圧 装置 又は 空気 圧 装置 を もつ ものに あって は， .Pit. 尋. 晝. 姿. による。 

I) リ フ トは， 製造業 者に よって 指定され た 適応 場面 （附属 書 C 参照） において， 被懸 ちょ う 者の 昇降， 

移乗 を 行う 目的で 設計され たもので ある。 リフト は， 介助 者が 一人で 操作で きなければ ならない。 そ 

うでない 場合に は， 取扱説明書に 記載す る。 
m) バッ テ リ 駆動 式の リ フ ト は， 充電が 必要になる 場合に は 誓告を 出す 装置 を 備えて いなけれ ばな ら ない。 

また， 装置が 作動した 後に， 最大 質量で， 1 昇降 サイクルが できるだけの 電力が 残って いる 構造で な 

ければ ならない。 

n) リフト は， 最大 質量の 1.5 倍 以上の 負荷が かかった 場合， 作動し ない 構造で なければ ならない。 

0) 中央 懸 ちょう 点 （CSP) の 上下 運動が， 電気 スィ ツチに よって 制限され ている 場合， ェン ドリ ミ ッ ト装 

置が 作動 し な レ 3 状態で， 別 系統の 装置に よって 停止し な ければ な ら ない。 
P) 中央 懸ち よ う 点 （CSP) の 要求 事項 は， 通常の 使用 時に ハンガーが 脱落し ないよう な 構造で なければ な 

ら ない。 

q) ハンガーの 幅 力 5 使用 時に 調整で きる 場合に は， その ハンガーが 脱落し ないよう に 安全装置 を 備えな け 
れ ばなら ない。 

6 性能 

6.1 一般 事項 

-一般 事項 は， 次に よる。 

a) 電動 リフトの 電気 的 安全性 は， . JIS.C.9730-iy) 8. (感 Ul に対する 保護)， 9. (保護 アース 装置） 及び 

13. (耐 電圧 及び 絶縁抵抗） を 満たさなければ ならない。 

b) 電動 リフ トの 電磁波 両立 性 は， おさ. (；化 73(1- 丄の 23. [電磁 両立 性 （EMC) 要求 事項 ーェ ミッション] 及 
び 26. [電磁 両立 性 （EMC) 要求 事項 一 イミ ュニ ティ] の 規定に よる。 

C) テープ， ロープ， チヱ ーン など フレキシブル 装置， 接合 部 及び ヒンジ 部に は， 7.2.1 a) によって 試験 

した と き， « 造 業者が 意図す る 機能に 影響 を 与える よ う な 損傷が あって はならない。 
d) 中央 懸ち よう 点 （CSP) の 停止 距離 は， 7.2.1 b) に よ つて 試験 したと き， 50 mm 以内と する。 
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6.2 昇降 速度 

昇降 速度 は， 次に よる。 

a) 最大 質量 負荷 時での 下降 速度 は， 7.2.2a) によって 試験した とき， 0.15 m/s 以内と する。 

b) 無 負荷 時に， 7.2.2b) によって 試験した とき 昇降 速度 は， 0.25m/s 以内と する。 
6.3 操作 力 

手指， 手 又は 足で 操作す るよう に 設計され た リフトの 部分の 操作 力 は， 7.2.3 によって 試験した とき， 次 
の 数値 以下で なければ ならない。 

a) 指に よる 操作 5N 

b) 手に よる 操作 105N 
C) 足に よる 操作 300 N 
d) 回転に よる 操作 1.9 Nm 
6.4 耐久性 

リフト は， 7.2.4 によって 試験した とき， 機能的 影響 を 与える 永久 変形 及び 摩耗 を 生じて はならない。 
6.5 静的 強度 

リフト は， 7.2.5 によって 試験した とき， リフトの 機能に 影響 を 与える ような 変形， 破損な どが あって は 
ならない。 
6.6 馬 蚤 曰 

リフトの 騒音 は， 7.2.6 の 方法で 測定した とき， 65 dB 以下で なければ ならない。 

7 試験 方法 
7.1 —般 
7.1.1 試験 条件 

リフト は， 顧客が 実 使用す る 状態で 試験す る。 しかし， 多 機能 設計で あり， 異なる 形で 組み立てられる 
場合に は， 製造業 者の 指示に 従って 組み立てる。 いろいろな 組合せが ある 場合に ほ， すべての 組合せに 関 
して 最も 過酷な 条件で 行う。 試験 は， 通常の 屋内 条件 下 2) で 行う。 すべての 試験 は， 決められた 順番に 行 
つ。 

注 2 ) も §7.Q3_. の 規定で は， 温度 20±15 で， 相対湿度 （65±20) 0/0。 
7.1.4 の 試験 報告書 は， 製造業 者の 技術 記録に ファイルして おく。 
7.1.2 試験 装置 

試験 装置 は， 次に よる。 

a) シ リンダ 状の 質量 を 必要と する 場合に は， 鉄製で， 角 を 丸く 取り (R25 以上）， 直径 350 mra とする。 
ス リングの 試 馬奐を 行う ときには， リ フ ト 使用者に 模擬した 質量 を 用いる こ ともで きる。 

b) 擬似 装置 は， 実際の 使用 状態 を シミュレート できる ものと する （例えば， 試験 指)。 
C) 強度 試験 装置 は， 動的 要素が 無視で きる 負荷 を 加えられる ものと する。 

7.1.3 試験 装置の 許容誤差 

試験 装置の 許容誤差 は， 次に よる。 

a) 力/荷重 ±5 % 

b) 速度 ±5 % 
C) 角度 ±0.25° 
d) 長さ S 150 mm ±0.5 mm 
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> 150 mm ±5.0 mm 
e) 時間 ±0.1 s 

7.1.4 試験 報告書 

試験 報告書に は， 少なく とも 次に 示す 事項 を 記載す る。 

a) 形式 及び 名称 を 含めた 製品の 種類 

b) 製造業 者 名 及び 住所 

C) 試験に 用いた リ フ トの 写真 

d) 試き 食 機関 名 及び 住所 

e) 安定性 試験 値 は， 0.5° 単位で 切り捨てた 最も 近い 数値 を 表示 

：0 メ ン テナ ンス 記録 を 含めた 試験 結果 

g) 標準 試験 手順からの 逸脱が ある 場合に は， すべて 記載 

h) 試験 日 

7.2 性能 試験法 
7.2.1 —般 事項 

試験 は， 次の 手順に よって 確認す る。 

a) 昇降 用と して 用いる テープ， ロープ， チェーン など フレキシブル 装置 及び 接合 部 は， 最大 質量の 6 倍 
の 質量 を， 20 分 間 静的に 加える。 ヒンジ 部 は， 最大 質量の 4 倍の 質量 を 20 分 間 静的に 加える。 結果 
は， 目視 によって 確認す る。 

b) 中央 懸 ちょう 点 （CSP) の 試験 は， 次の 手順に 従って 確認す る。 

1) リフト に 最大 質量 を 加える。 

2) 中央 懸ち よ う 点 （CSP) を 最高 位に 設定す る。 

3) 中央 懸ち よう 点 （CSP) を 最高 速度で 下降させる。 

4) 中央 懸 ちょう 点 （CSP) が リフト 可動 域の 中央まで 下がった ときに， 駆動 源 を 取り除く など をして 停 
止させる （制御 ボタンの 解除， 油圧 バルブの 閉鎖 又は 手動で）。 

5) 駆動 を 止 めた 点と 実 停止 点 と の 鉛直 距離 を 測定す る 。 
7.2.2 昇降 速度 試験 

昇降 速度 試験 は， 次に よる。 

a) 最大 質量 負荷で 下降 させた 場合の 速度 を 測定す る。 昇降 範囲の 中央部の 速度 を 求める。 

b) リ フ トを無 負荷で 昇降 させた 場合の 速度 を 測定す る。 昇降 範囲の 中央部の 昇り 及び 降りの それぞれの 
速度 を 求める。 

7.2.3 操作 力 試験 

最大 質量 負荷で， リフトの 全 制御装置の 操作 力 を 測定す る。 これらの 測定 は， 製造業 者の 指示す る 使い 
方に よって 測定す る。 
7.2.4 耐久性 試験 

耐久性 試験 は， 次に よる。 

a) 製造業 者の 指示に 従い 過酷な 条件の もとで 水平面に 設置す る。 

b) 手動で 操作す る 油圧 式 リフトの ポンプ レバーの ストローク は， できるだけ 長く する 力ぶ， ポンプ レバー 
のス ト ローク は 一定に する。 

C) 試験 中の 稼働 時と 休止 時との 比率 （デュー ティ 。サイクル） は， 15: 85 にす る。 
d) 試験 は 必要で あれば， バッテリーの 代わりに 他の 電源 を 用いても よい。 
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を JIS C 1509-1 に 規定す る 騒音 計で 測定す る。 



著 fWtte に よ り 無断での 観 Kiffls は: 蒙 止されて お り ます。 



e) リフト への 荷重 方法 は， 図 2 に す。 リフト を 250 mra 又は 鉛直 可動 域の 25 o/o の 範囲の いずれ か大 
きい 奴 値で， 昇降させる。 昇降 サイクル I 『ミ 返し 中での 停止， 荷重 を 与えたり， 取り除く など は， リフ 
トが 昇降させる 範囲の 最下 端に 達した ときに 行う。 

f) リフ トの 昇降 サイクル 回数 は 合計 10 000 回と し， 次の 手順に よって 試験 を 行う。 

1) e) によって リフトの 昇降 範囲 最下 端で 最大 質量 を 加え， 1 000 サイクル 行う。 電動 リフトで は， 1 
サイクル ごとに 下端の エンド リ ミ ッ ト 装置 を 作動させる。 

2) e) によって リフト の 昇降 範囲 最上 端で 最大 質量の 80 % 以上の 質量 を 加え， 1 000 サイ クル 行う。 
電動 リ フ ト では 1 サイクル ごとに， 上端の ェン ドリ ミ ッ ト 装置 も 作動させる。 

3) e) によって リフトの 昇降 範 固の 中央で 最大 質量の 80 % 以上の 質量で， 3 000 サイクル 行う。 

4) e) によって リフト の 昇降 範囲の 中央で 最大 質量の 60 % 以上の 質量で， 5 000 サイ ク ル 行う。 

g) 昇降 試験 中， 動的 要素に 与える 影響が 無視で きる 程度で あれば， 鉛直 方向の 荷重の 揺れ を 止めても よ 
い。 



ふ itf^ だ/, 



，干、 
言纖 荷重 



a) 住宅 設置 式 リフトの 例 

□ 



1- 



x\\\\\\\\\\\\\\V 

b) 住宅 設置 式 リフトの 例 



\\\\\^\\^\\\\\\v 
c) 住宅 設置 式 リフトの 例 





m//////////. 



d) 機器 設置 式 リフトの 例 e) 機器 設置 式 リフトの 例 

(浴槽に 設置した 例） （べッ ドに 設置した 例） 

図 2 — 設置 式リ フトの 試験 荷重 



7.2.5 静的 強度 試験 

リ フ ト に 最大 質量の 1.25 倍の 静的 荷重 を 20 分 間 加える。 昇降 アーム 及び 昇降 装置 は， 過酷な 条件 位置 
にセ ッ ト する。 
7.2.6 騒音の 試験 

昇降機 構から 水平に Im 離れ， 高さ Im の 位置で， 最大 質量 を 加えて 1 昇降 サイクル させた ときの 騒音 
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リフトの 検査 は， 形式 検査 3) 及び 受渡 検査 4) とに 区分し， 検査の 項目 は， それぞれ 次に よる。 
なお， 形式 検査 及び 受渡 検査の 抜 取 検査の 方式 は， 受渡 当事者 間の 協定に よる。 

注 3) 形式 検査 は， 製品の 品質が 設計で 示 し たす ベて の 特性に 適合す る か ど う か を 判定す るた めの 検 

査。 

4) 既に 形式 検査に 合格した ものと 同じ 設計 • 製造 による 製品の 受渡しに 際して， 必要と認める 特 
性 を 満足す る ものである かどう か を 判定す るた めの 検査。 

a) 形式 検査 項目 

1) 外観 

2) 構造 

3) 性能 

b) 受渡 検査 項目 
1) 外観 

9 表示 及び 取扱説明書 
9.1 表示 

すべての 操作 制御装置に は， その 意図す る 機能 を 表示す る。 また， すべての リフト 又は 多目的 リフトの 
主要部に は， 少なくとも 次の 事項 を 表示す る。 

a) 製造業 者 名 及び 所在地 

b) 星搭_ 香 熏&び 記号 

例 1 JIS T 9241-3 ： 設置 式 リフト -WM 

C) 形式 （製造業 者に よる 型式， 記号 • 番号） 

d) ロット 番号 又は 製造番号 

e) 製造 年月 又は その 略号 

D 電気 的な 詳細 事項 （電圧 及び 消費 電力 又は 電流） 

g) 他の 動力源 （例えば， 水ノ 空圧） の 詳細 

h) mxMM 

i) 取 外し 式 ハンガーに は， ハンガー がつ （吊） る ことができる 最大 質量 
9.2 取扱説明書 

取扱説明書に は， 次の 事項 を 記載す る。 

a) 製造業 者 名， 販売 業者 名 又は 販売代理店 名， 並びに その 所在地， 電話番号 及び ファクシミリ 番号 

b) 操作 方法， 設置 方法 及び 組立 方法 
C) 意図され た 用途 （附属 書 C 参照） 

d) 定期的 検査が 必要な 時期 並びに 洗浄 方法 及び メンテナンス 事項 （附属 書 B 参照） 

e) 故障 時の 対応 方法 

f) ハンガーが ある 場合に は， これに 適合す るス リングの 情報 

g) 技術 仕様 . 

1) 寸法 （次の 事項 を 含む。） 
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一 リフト リーチの 最大， 最小 [例 図 1 の a)〜e)] 

- 図 1 に 示す ように， リフト 高に 対する リフト 可動 域 

2) 最大 質量 

3) 安全に 係る 注意事項 

き 1 …—きさ- 黨霉丄 こ j ま-身 伴 ま授墓 …撫 f き- 丄ぅ #_ と __ き __ も丄 こせ は-を 
量-き- も- ま-な- ら-な ヒ。… 

4) 無 負荷 時の リフトの 質量， 又は 必要に応じて 取 外し 可能な （例えば， 輸送な どのた め） 主要部の 質 

一 身体 支持 具 を 除く リフトの 総 質量 （ただし， 剛性 身体 支持 具が 機器と 一体の 場合に は， 剛性 身体 
支持 具はリ フ トに 含む。） 

一 分解で きる 場合の 部品 数 及び 各部 品名 

一 最も 重い 部品の 質量 

電気 的な 情報 （電圧 及び 消費 電力 又は 電流） 

計器 （例えば， 質量 計） の 誤差 及び 注意 • 警告 マークの ついている 製品の 取扱 方法。 
取換 部品の リストの 提供 

速 をろ- リ …ヒグ -(^J 《き Mi 書-き _ 必ず: き 照す-を こ __ と- —き-促-す 置^- :- 塗 寞-を M 直 す_ る-^^^^ 
日常 点検 リスト 

操作 機器な ど電装 品に 関する ， 防水 性の 有無 
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附属 書 A 
(規定） 

油圧 装置 空圧 装置 一 要求 事項 

序文 

この 附属 書 は， リ フ トに 油圧 装置' 空圧 装置 を 用いて いる 場合の それらの 装置に 対する 要求 事項に つい 
て 規定す る。 

A.1 油圧 装置 

A.1.1 油圧 ァ クチ ユエ一 タ （ホース， パイプ， 連結 部 その他 圧力に 関連す る 部品 を 含む。） は， 圧力に よ 
つて 生じる すべての 負荷に 対して 耐えられ るよう 考慮され ていなければ ならない。 さらに， それらの 部品 
は 使用す る 作動 油 （油圧 機器 又は 油圧 系統に 使用す る 液体） と 適合して いて， ねじれ， 振動 及び 物理的 損 
傷に よって 生じる 直接的 応力 を 考慮 し て 設計 し な ければ な ら ない。 
A.1.2 油圧 装置 は， 次の 規定 を 満足して いなければ ならない。 

a) 外部 シ リンダの 設計 は， .4 お. さお. に 従って 設計し なければ ならない。 計算 時に 静圧 （流 線に 平行な 
面に 及ぼす 流体の 圧力） だけ を 用いて 計算す る 場合に は， 計算 圧 は 実際の 静 圧の 1.8 倍に 達しな けれ 
ばなら ない。 

b) 剛性 パイ プ 及び 管 継 手の 設計に ついて も J お. 8.?. お. に 従う。 計算 時に 静圧 だけ を 用いて 計算す る 場合 
に は， 計算 圧 は， 実際の 静 圧の 2 倍に 達する ものと する。 

C) た わみ 管路 は， JJS.PJMO. 又は J お..? J3. も 4. の 規定に そって 製造す る。 

A.1.3 ポンプ 側の 圧力が， 最低 作動 圧力 （機器の 作動 を 保証で きる 最低の 圧力） 以下に なった とき， 昇降 
機の レベルが どこの 位置で あっても， 許容 質量 を 維持す るた めに， 逆 止 弁 （一方 向 だけに 流体の 流れ を 許 
し， 反対 方向に は 流れ を 阻止す る バルブ） を 設置し なければ ならない。 

A.1.4 逆流 防止 弁の 閉鎖 は， 昇降 用 油圧 ァ クチ ユエ 一夕 側の 圧力と， 少なくとも 1 本の ガイ ドス プリン 
グ 又は 重力に よって， できなければ ならない。 

A.1.5 使用 圧力 （機器 又は システム を 実際に 使用す る 場合の 圧力） の 1.5 倍で 作動す るよう に 調節した， 
リリーフ バルブ （回路 内の 圧力 を 設定 値に 保持す るた めに， 流体の 一部 又は 全部 を 逃がす 圧力 制御 弁） を 
装備し なければ ならない。 放出され た 作動 油 は， 油 タンクへ 戻さなければ ならない。 
A.1.6 油圧 装置 は， 空気 を 排出す る （エアー 抜き） 機能 を もっていなければ ならない。 
A.1.7 駆動 油圧 システム は， タンクの 油 量 を 容易に チヱ ック できなければ ならない。 

A.2 空圧 装置 

A.2.1 A.1 の 要求 事項に 加え， 次の 項目 を 適用す る。 

A.2.2 空圧 ァ クチ ユエ 一夕 （空圧 ホース， パイプ， 管 継 手， その他の 空圧 部品 を 含む。） の 設計 は， .4! さ. お. 

に 従い， 圧力に よって 生じる すべての 負荷に 対して 耐えられ るよう 考慮して いなければ ならない。 
A.2.3 安全弁 は， 最大 質量 を 加えた ときの 静 圧の 1.5 倍まで 調整で きなければ ならない。 安全弁 は， 認め 
ら れた者 以外の 者が 操作で きないよう にしな ければ な ら ない。 



著 fWi 法に よ り での 直 «, mm$ は 禁止 されて おります。 
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附属 書 B 
(参考） 
定期 点検 事項 

序文 

この 附属 書 は， ユーザが 実施す る リフトの 定期 点検 事項に ついて 記載す る ものであって， 規定の 一部で 
はない。 

B.1 リフトの 定期 点検 は， 製造業 者の 指定す る 間隔 （最低， 年 1 回） で 行わなくて はならない。 定期 点 
検と は， 目視 検査 を 意味し， 特に 耐 荷重 構造 及び ブレーキの 付いた もの， 制御， 安全装置， 身体 支持 具な 
どの 昇降 板 f あ' こ 対す る レま能 試験 並びに ブレーキの 調整 及びね じ 類の 増し 締めの よ うな メンテナンス を 行う。 
また， 最大 質量の 状態で， 1 昇降 サイクルの 負荷 稼動 試験 も 行う。 

B.2 定期 点検 は 使用 及び 管理に 詳しい 者が 行う ことと し， 定期 点検に ついては， 取扱説明書に 記載す る。 

B.3 リ フ ト の 安全性に とって 重要な すべての 観察 結果 は， 記録 薄に 記載し， 記録 簿は リ フ ト の 保守 管理 
責任者が 管理す る 。 記載 さ れた 観察 結果に 対して 行った 調整 な ど は， その 日付 も 記録 簿 に 記録 し な ければ 
ならない。 

B.4 点検の 日付 及び 点検 結果 は， 点検 簿に 記録し 点検 者が 署名す る。 目視を 完了した 着脱 式 剛性 身体 支 
持 具に は 照合の ための マーク を 付し， その 結果 を 記録 薄に 記録す る。 家庭， 施設な どの 使用 環境に ついて 
も 記録す る。 

B.5 定期 点検の 結果， リフトの 安全性 を 損なうよ うな 欠陥， 摩耗， 損傷な ど を 発見した とき は， 直ちに 
所有者に 知らせる。 安全性に 対する 危険が 差し迫つ ている とき は， 直ちに リフトの 使用 を やめて， 欠陥が 
取り除かれ るまで リ フ トを 使用禁止に する。 

B.6 定期 点検と 定期 点検との 間に 重大な 欠陥 及び 損傷が 生じ， 調整 を 行った リフト は， 記録 薄に その内 
容 を 記録し な ければ ならない。 

B.7 欠陥， 損傷な ど は， 対策の ため 製造業 者に 報告し， 記録 薄に 記録す る。 



著作権法 により 無断での m 等 は 禁止され ております。 
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附 fei 曰 し 
(^参考) 

リフトの 適用 

序文 

この 附属 書 は， リフトの 適用に ついて 記載す る ものであって， 規定の 一部で はない。 

この 附属 書 は， この リフトの 典型的な 適用 例 を 示す ものである。 この 原案 作成 時点での 技術水準 を 示し 
ている。 

次の 場合で 用いる とき は， 被懸 ちょう 者 及び 介助 者の 不快 さ を 避ける という 原理に 基づいて いる。 

典型的な 適用 例 

一 車い すとの 併用 

一 浴槽での 使用 

一 べッ ド での 使用 

- シャワー チェア 一との 併用 

一 トイレでの 使用 

一 床からの つり 上げ 

一 他の 福祉 用具との 併用 



著作権法に よ り 無断での 欄鼹， 転載 等 は 禁止 さ れて お り ま す。 



JIS T 9241-3 ： 2008 移動 • 移乗 支援 用 リ フ ト 一 第 3 部 ： 設置 式 リフト 



ISO 10535 ： 1998， Hoists ror the transfer of disabled oersons ― Requirements and test 
methods 



( I )JIS の 規定 


(II) 

国際 規 
格 番号 


(m) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差 
異の 箇条 ごとの 評価 及 びその 内容 


(V) JIS と 国際規格との 技 術 
的 差異の 理由 及 び 今後 の 対策 


箇条 番号 及び 
名称 


内容 


箇条 番 


内容 


箇条 ご 
と の 評 
価 


技術的 差異の 内容 


1 適用 範 a 


設置 式リ フ ト の 設計， 外観， 
構造， 性能な どに ついて 規 

定。 


ISO 
10535 


1 


障害者の 移乗 を 補助す る リ フ 
ト 及び 身体 支 持 具 の 一 般 事 

項。 


削除 


一つの 国際規格 を JIS で 
は 第 2〜5 部に 分割。 


規格 利用者の 利便 性 を 考慮 し 
て 第 2〜5 部に 分割。 
実質的な 差異 はない。 


2 引用 規格 
















3 用語 及び 定 
我 


設置 式リ フ ト 関連 を 追加。 




3 


用語の 定義 


追加 


JIS に 引用して いる 用語 

を 記載。 


実質的な 差異 はない。 


4 種類 及び 区 
分 

4.1 種類 


リ フ ト の 種類 • 身体 支持 具 
によって 区分 (J1S T 9241-1 
を 引用)。 








追加 


用途に 合わせ 詳細に 規 

定。 




4.2 最大 質量 
による 区分 
(区分 記号） 


リ フ トの 最大 許容 質量に よ 
つて 区分 (JIS T 9241-1 を 引 
用)。 




最大 質量 120 kg 以上 


追加 


日本人の 体格に 合わせ 

た。 


今後， ISO に 提案して い く 。 


5 設計， 外観 
及び 構造 
5.1 bxpT 
5.1.1 リスク 分 
析 


JIS T 9241-1 を 引用す る こ 

とに よって 間接的に 次の 規 
格 を 引用。 

J1S Z 8051 安全 側面 一規 格 

への 導入 指針。 




4.1.1 


EN 1441 医用 機器 一 リ ス ク分 
析 

医療用 具の 安全性 を 危害の 明 
確 化 及び リスク の 評価に よ つ 
て 調査す る 手順 を 規定。 


変更 


EN 1441 に 規定され てい 
る リスク 分析 手法のう ち 
我が国で よ く 使われて い 
る 手法 を 採用した。 


規格 利用 者 の 利 便 性 を 考えて 

規定。 

EN 1441 が 国際規格 になった 
時点で 見直し を 行う。 



附属 書 JA 



JIS と 対応す る 国際規格との 対比 表 



S …-. 一-:: ... ^--§300. 123 一 J; 媒 LbwtlT お w1-。 
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( I ) JIS の 規定 


(II) 

国際 規 

mm o 


(m) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差 

異の 箇条 ご と の 評価 及び その 内容 


(V)JIS と 国際規格との 技術 

的 差異 の 理由 及 び 今後 の 対策 


圏;^ 备^ ノ义ひ 
名称 


に f-l /T^T 

1 入 J 谷 


動宋备 
号 


内容 


(gS; ム 7、 y、 1 
齒条 しと 

の 評価 


仕 化 uH ^ B3 i-fcl ゥぉ 

fkim 日 3 fzc. 異 の 円 谷 


5.1.1 ノ、 向」 - 子 

的 要素 


JIS T 9241-1 する-し 
とに よって 間接的に 必要 項 
目 を 規定。 




4.1.2 


EN 614-1 '1.':'、械の女全1±_ノ、間 
工学 的 設計に 関する 原則 用語 
及び 一般的 原則に ついて 規 

定。 


変更 


夹_^ 日刁 な 差異 はな レ）。 


Mt^tU rn -a リ） 个 U IS 1 王 ■ ^ん に 
規定。 ISO/IEC Guide 51 を 弓 1 

ffl すス 上う ナ-g 安 う 

/ d リ ck ノ コ/ Q- 1J ノ 


5.2 外観 


塗装に 関する 規定。 








追加 


外 も M と して 塗装 を規 

疋 した。 


本質的な 差異 はない。 


5.3 構造 
P) 及び q) 


ハンガー に関する 規定。 




7 


ISO 10535 では 7 で 規定。 


変更 


構成の 変更 


実質的な 差異 はない。 


6.1 一般 事項 
a) 及び b) 


電気 的 安全性 及び 電磁 両立 
1 生に ついては J IS C 9730-1 
を 引用。 




8.2.1 


EN 1021-1 及び EN 1021-2 を 引 

用 


変更 


EN を 引用して おり 
各国に とって 非常に 
利用 しづら い 規格と 
なって いる。 EN と 同 
等の lEC(JIS) を 引用。 


IEC 60601-1 を 引用す る 提案 

を 行う。 


7.2.6 騒音の 試 

験 


JIS C 1509-1 に 規定す る 騒 
音 計 を 使用し， 測定 位置 を 
規定。 




4.1.3 
4.2.2.6 


ISO 3741:1988 音響 

騷 音源の 音響 出力 レベル 決定 

法 防音室での 広 帯域での 測 
定法 ' 

ISO 3744:1988 音響 

It 晋 M の 音 ,_, 出 カレ ヘル' 决疋 
法 反射 面での 自由 音 場 条件 
決定 


変更 


実用な 方法 を 採用 し 

た。 


規格 利用者の 利便 性 を 考えて 
規定。 

卓 貫 日 3 な走異 はな レゝ 


7.2.1 一般 事項 

C) 


中央 懸ち よ う 点に 関する 規 

定。 




7 


ISO 10535 の 7 から ハンガー 
及び ス リ ング に関する 内容 は 
削除。 


削除 


構造に 関する 規定 は 
5.3 で 規定。 ス リン グ 
別に 個別の JIS を 作 

成。 


規格 利用者の 利便 性 を 考慮 し 

て 第 2〜5 部に 分割。 
対策 不要。 
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iHP«fin J; isft-sasi -A'^E^S^^^^ f} w.t。 



(I )JIS の 規定 


(II) 

l5pT VM. ig 

格 番号 


(III) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差 

異の 箇条 ご と の 評価 及び その 内容 


(V)JIS と 国際規格との 技術 

hk\ ^ S 田 rh ダに、 八 ジ么め ぉ银 

H ヽ J 「^ クク 田 乙;^ ィ矣 J メヽ H 


箇条 番号 及び 
名称 


内容 


箇条 番 
号 


内容 


箇 条 ご と 
の 評価 


技術的 差異の 内容 


8 検査 










追加 


詳細に 規定。 




9 表示 及び 取 

扱 説明書 

9.1 表示 






4.U.] 


EN 980 医用 機器の 表示に 用 

レ 3 られる 図 开;^ S 己亏 


変更 


EN 980 を 引用 してお 
り ， EN 980 は 更に EN 

を 引用して いるた め 各 
B にと つて ョ き 常に 利用 
しづら い 規格と なって 

1 、 づ 
レ、 る。 


具体的に 表示 事項 を 規定。 

対朿 不要。 


9.1 b) C) d) 


最大 質量の 区分 記号 








追加 


体重の 区分に 沿って 記 
載す る。 


実質的 差異 はない。 


9.1 h) 


ほ 小 f^- _E3. 
琅入賁 里 








カロ 


使用者の 体格 範囲 を 明 
記す る。 


ISO へ 提案す る。 


n つ レヽ 


づ 17 、ノ //め Hi/ 士 H 闩幸 m# 

照 を 促す。 








、6 -J iri 
お 刀 U 




具体的 に 己 載 事 を 規 止。 

対策 不要。 










移動 式リ フ ト 


削除 


別に 個別の JIS を 作 

成。 


m 壬 1 f m -せ- rT\ 壬 1 [ 新 14- 9z> ギ 7 
观 f^/pl」 fVi%,<J) ^リ 1£ |:i を ^ し 

て 第 2〜5 部に 分割。 

対策 不要。 








8 


剛性 身体 支持 具 


削除 


将来， 別に 作成。 
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f sadQS 裙 雜 it§ さ， c せ 呌。 



( I ) JIS の 規定 


(II) 

国際 規 


(III) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差 
異 の 箇条 ご と の 評価 及 びその 内 容 


(V)JIS と国ほ 規格との 技術 

的 差異の 理由 及び 今後の 対策 


箇条 番号 及び 
名称 


内容 


格 番号 


箇条 番 
号 


内容 


箇 条 ご と 
の 評価 


技術的 差異の 内容 




附属 書 A 
(規定） 


油圧 装置 。 空圧 装置 - 要求 
事項 




附属 書 
C 










A.1.2 


JIS B 8361 油圧 システム 通 
則 




C.1.2 


D1N 2413 鋼管 1 ： 鉄鋼 圧力 パ 

ィ プの 設計 


変更 


JIS B 8361 は 次の 事項 

を 確保す るた めに 製造 
業者 及び 購入者が 従う 
べき 指針と して 規定し 
ている。 

a) 3C3E: 

b) 故障 及び 事故の な 

い、、 ノス モ 八の -ヽ 1 雷 
い ノノヽ ノ " V ノ .XSW^ 

C) 簡単で 経済的な 保 

d) システムの 長寿 命 
D1N 2413 は 設計の 規 

格で ある。 


ISO 10535 では DIN 2413 を 引 
用して おり， DIN 2413 は 更に 
DIN を 引用して いるた め， 各 
国に とっても 非常に 使用 しづ 
らい 規格と なって いる。 
したがって， 今後 JIS B 8361 
に 一致 している ISO 4413 を 弓 1 
用す ろ 提案 * 行う 
















A.2.2 


lis B 8370 空気 圧 シ ス テム 

通則 




C.3.2 


規格の 引用な し。 


変更 


JIS B 8370 を 引用。 


本質的な 差異 はない。 








附属 書 
ZZ 


参考と なる 国際規格と 欧州 規 
格 


削除 


この 附属 書に 記載 あ 


こ の 附属 書に 記載が あ る ので 
対策 不要。 



JIS と 国際規格との 対応の 程度の 全体 評価 ： ISO 10535 ： 1998, MOD 



注記 1 箇条 ごとの 評価 欄の 用語の 意味 は， 次に よる。 

一 削除 国際規格の 規定 項 目 又は 規定 内容 を 削除 している。 

一 追加 国 際 規格 にない 規定 項目 又は 規定 内容 を 追加して いる。 

一 変更 - 国際規格の 規定 内容 を 変更して いる。 

注記 1 JIS と 国際規格 と の 対応の 程度の 全体 評価 欄の 記号の 意味 は， 次に よる。 
一 MOD 国際規格 を 修正して いる。 
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JIST 9241-3： 2008 

移動 * 移乗 支援 用 リフト 一 
第 3 部： 設置 式 リフ卜 
解 説 

この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 • 記 載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 
規定の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集， 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日本規格協会へ お願い します。 

1 制定の 趣旨 

介護 を 必要と する 人の 移動' 移乗に 使用す る 移動 関連 機器のう ち， リフトに 関して は， 1998 年 10 月に 国 
隞 規格 (ISO 10535 ： 1998, Hoists for the transfer of disabled persons ― Requirements and test methods) 力， IJxi^ さ 

れた。 

我が国に おいて は， 21 世紀の 超 高齢 社会 を 前に， 今後ます ます 福祉 用具の 必要性が 高まる こ とが 予想 さ 
れる 中で， 高齢者 • 障害者が 安心して 使え， 商品 選択の 一助と なる リ フ ト に関する JIS の 制定が 急がれて 
いた。 

2 制定の 経緯 

経済 産業 省 （元 通商産業省 工業技術 院） から "福祉 用具 • システムの 標準化に 関する 調査 研究" を 日本 
健康 福祉 用具 工業 会が 受託し， ISO 10535 ： 1998 "障害者 移動 補助 リ フ ト 一 要求 事項 と 試験法" に基づいて， 

"福祉 用具 • システムの 標準化に 関する 調査 研究" で 組織した 委員会で ISO 10535 ： 1998 を 翻訳し， 技術 
的 内容 を 一部 変更して 原案 を 作成した。 

この 原案 を 基に， 平成 13 年 9 月 20 日に， J1S T 9240 (移動 • 移乗 支援 用リ フ ト 通則) が 制定され た,:, 
そ の 後 種類 別 リフトの 規格 を 作成 するべく 準備 をして いたが， 製品 規格 として JIS を 作成す る ことにな り， 
改めて JIST9241 の 規格 群 を 作り， 部 編成で 種類 別の 規格 を 作成す る こ ととな つた。 第 】 部で は 各種 リ フ 
トに 共通の 事項 を 規定して おり， この 規格で は， "設置 式リフ ト" に関する 要求 事項 及び 試験 方法に ついて 
規定した。 

3 審議 中 に 特に 問題と な つ た 事項 

a) 種鎮別 リフトの 規格 を 作成す るに 当たり， 共通 事項 だけでの 規格 を 作る かどう かにつ いて， 当初 議論 
があった 力ぶ， 結局 は 規格 群と する ことにした。 共通 事項と して は 種類と 区分， リスク 分析， 人間工学 
的 要素 を 盛り込んだ。 今後 共通 事項と して 規定す る 項目の 整理が 必要で ある。 

b) ス リングと リフトとの 適合 条件 を 明確に ク リアす る ことができず， 例示で， 適合 情報 を 記載す るよう 
にした。 

C) 日本人の 体格から 見て， ISO 規格の 120 kg 以上 をつ （吊） り 上げる というのに 従う の は 困難で あり， 

解 1 

著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 
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体重 区 分 を 設 け たが， 今後 日本人 だ けで なく アジア 人の 体格と いう 観 点から ISO の 理解 を 求めて いく。 
4 適用 範囲 

欧州 規格 は 障害者の ための 補助 器具に 関して 3 レベルに 分かれる 力 s\ ISO 10535 では 最も 高い レベルの 
一般 要求 事項 （レベル 1) と， その 下位の レベルで ある， グループの ための 特定 条件 （レベル 2) 及び 種類 
別の ための 特定 条件 （レベル 3) の 結合 規格で ある。 JIS T 9241 の 規格 群 は ISO 10535 から 種類 別に ブレ 
ーク ダウンして 作成した ものである。 

5 規定 項目の 内容 
5.1 規格の 名称 

名称 は "JIS T 9241-1 移動' 移乗 支援 用 リフト 一 第 1 部： 種類 及び 一般 要求 事項" の 種類の 大分 類の 名 
称 を そのまま 規格の 部 名称と した。 
5.2 引用 規格 （本体の 箇条 2) 

本体の 箇条 2 の 引用 規格に 記載され ている 規格 はリ フ 卜に 関する 共通 要求 事項 を 規定した 国内 規格で あ 

る。 

5.3 用語 及び 定義 （本体の 箇条 3) 

この 規格に 用いる 用語 は， ISO 10535 に 従った。 定義の 中で 日本語と して 使われて いる 外国語の 表現 方 
法 は 片仮名 文字と した。 日本語での 適切な 表現が 困難な 外国語 は 片仮名 表現と している。 
5.3.1 最大 質量 （本体の 3.18) 

被懸 ちょう 者， 身体 支持 具 及び その他 を 含む。 ISO では Maximum load である 力、 荷重と いう 表現 を 使 
わず 質量と 表現す る。 
5.4 種類 及び 区分 (本体の 箇条 4) 

JIS T 9241-1 の 箇条 4 による。 
5.5 設計， 外観 及び 構造 （本体の 箇条 5) 
5.5.1 リスク 分析 （本体の 5.1.1) 

JIST 9241-1 の 5.2.1 による。 
5.5.2 人間工学 的 要素 (本体の 5.1.2) 

J IS T 9241-1 の 5.2.2 による。 
5.5.3 構造 （本体の 5.3) 

a) [本体の 5.3a)] 身体 支持 具 は， 意図 を もって 外さない 限り 外れない ようにす る。 

b) [本体の 5.3 h)] 必要な 部分に は 安全装置 を 備えるな どして， 被懸 ちょう 者が 身体 支持 具から 不用意 
に 落下 しないよ う に 予防策 を とらなければ ならない。 

5.5.4 性能 （本体の 箇条 6) 
5.5.4.1 昇降 速度 (本体の 6.2) 

昇降 速度 は 負荷 時 は 最大 荷重で 行い， 無 負荷 時 は ハンガー を 取り付けた 状態で 行う とよ レ、 
5.6 試験 方法 （本体の 箇条 7) 
5.6.1 一般 （本体の 7.1) 
5.6.1.1 試験 条件 （本体の 7.1.1) 

使用 先での 試験 は 困難で あり， 製造業 者 は 出荷 時に 実際の 使用 状態で 劣悪 条件 を 設定し 試験 を 行い， 安 
定性 を 確認 してお く 必要が あ る 。 

解 1 

著 fwiffi に よ り での wmm は 禁止 さ れて お ります。 
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5.6.1.2 試験 装置の 許容誤差 (本体の 7.1.3) 

定められた 許容誤差 を 保持す るに は， 計量 検定 等の 検定 機関に て， 定期 検定 を 受ける ことが 望ましい。 
5.6.2 性能 試験法 （本体の 7.2) 

7.2.1 a) で 述べられ ている 試験 は， 目視 確認 方法が 必要と 考えられ， 取扱説明書の 定期的 検査の 項目に 記 
載 するとよ い。 

5.6.3.1 耐久性 試験 (本体の 7.2.4) 

国際規格 を 採用して いる。 耐久 試験 は 長時間 を 要する ので 余裕 を もって 実施す るの が 望ま しい。 
5.7 取扱説明書 （本体の 9.2) 

製造業 者 名な ど は， 感覚 障害者の 利便 性 を 考え 電話番号 だけで な く ファクシミリ 番号 を 記載す る ことと 
した。 浴室な どで 使用す る 電動 リ フ ト の 防水 性に ついて 操作 櫥 器な どの 防水 性の 有無 を 記載す る ことと し 
た。 

6 懸案 事項 

a) 種 額 別 リフトの 規格 を 作成す るに 当たり， 共通 事項 だけでの 規格 を 作る かどう かにつ いて， 当初 議論 
があった 力、 結局 は 規格 群と する ことにした。 共通 事項と して は 種類と 区分， リスク 分析， 人間工学 
的 要素 を 盛り込んだ。 今後 共通 事項と して 規定す る 項目の 整理が 必要で ある。 

b) ス リングと リフト との 適合 条件 を 明確に クリ ァ する こ とがで きず， 例示で， 適合 情報 を 記載す るよ う 
にした。 

C) 日本人の 体格から 見て， ISO 規格の 120 kg 以上 をつ （吊） り 上げる というのに 従う の は 困難で あり， 
体重 区分 を 設 け た が， 今後 日 本人 だ けで なく アジア 人の 体格と いう 観点から ISO の 理解 を 求めて いく。 

7 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 
a) 本 委員会 

JIS 原案 作成 委員会 構成 表 



解 3 



所属 

国際 医療 福祉 大学 大学院 
経済 産業 省 
経済 産業 省 
厚生 労働省 

独立 行政法 人 製品 評価 技術 基盤 機構 

財団法人 日本規格協会 

全国 類髄 損傷 者 連絡会 

社団法人 日本 消費者 生活 ァ ドバイ ザ 一 • 

コン サルタン ト 協会 

国際 医療 福祉 大学 

株式会社 ミ クニ 

株式会社 モ リ ト 一 

株式会社 アーバン 'ダイナミックス 
ケア メ ディ ックス 株式会社 
日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 
日本 福祉 用具 》 生活 支援 用具 協会 



^平 蔵 司 弘彦義 枝 健 生美浩 寛 一 仁 

^ 昇 龍 憲 正道 正 玉 正 勝 正 壮俊 

氏 中子 下 木 井邊西 内 下 島 伊島 水 橋 

田 金 大髙福 渡 今 星 竹 柳 森 石 岩 清 高 



著作権法に よ り 無断での 複製, 転 嘯 等 は 禁止され てお り ま す。 
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解 4 

著作権法に よ り 無断での (W(， Ktt 等 は 禁止 さ れ てお り ま す。 



村 松 喜久男 日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 



b) 分科会 



(事務局) 



所属 

国際 医療 福祉 大学 大学院 

アビリティー ズ ' ケア ネッ ト 株式会社 

明 電興産 株式会社 

パラ マウントべ ッ ド 株式会社 

酒 井 医療 株式会社 

国際 医療 福祉 大学 

株式会社 ミ クニ 

株式会社 モ リ ト 一 

株式会社 アーバン • ダイ ナミ ックス 
ケア メ ディ ックス 株式会社 
日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 
日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 
日本 福祉 用具 • 生活 支援 用具 協会 

(文責 田 中 繁） 



繁 彦隆寬 一 健 生 美浩寛 一 仁 男 

^ 靖信 徳 正 勝 正 壮俊喜 

氏 中 村 村 内 田 内 下 島 伊島 水 橋 松 

田 中 今 武山竹 柳 森 石 岩 清 高 村 



★ 内容に ついての お 問 M は， 舰 開発娜 準 親 [FAX(03)3405-5541 TEL<03)577(M57l] へ ご連絡 

く ださい 

★JIS 規格 リ/ ミ: の 正お ム? ミ: が f も 行され た iij 合 は， 次の^ で ご 案内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 月刊誌 "標準化 ジャーナル" に， 正*>^11の内容をま4^献ぃたします。 

( 2 ) 原則として 毎月 第 3 火曜日に， "日径 産業 新 sr 及び "日刊 ェ乘 新聞" の JIS 発行の 広告欄 

で， 正誤 票 力 ^行され た JIS 規格 番号 及び 雌の 名称 をお 知らせいた します。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正解 票が 発行され た 場合， 自動的 

にお 送りいた します。 

*』は規き'/^のご注文は， 出版 11： 衆 部 出版 サ一 ビス — 課 [TEL(03)3583-S002 FAX(0]()3583-0462] 
又は ド, id の 当 協会 名 占 i;^ 支部， li^ 西 支部に おき ま しても 承って おります ので， お 申込みく ださい。 
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